
関
税
定
率
法
及
び
関
税
暫
定
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議参

議

院

財

政

金

融

委

員

会

平
成
二
十
六
年
三
月
二
十
七
日

政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

一

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
多
大
な
被
害
を
受
け
た
地
域
に
お
け
る
復
旧
・
復
興
を
図
る
た
め
、
被
災
地
域
の
物
流
・
貿
易
の

円
滑
化
、
活
性
化
に
向
け
た
税
関
に
よ
る
支
援
策
を
積
極
的
に
実
施
し
て
き
た
。
近
年
、
経
済
・
社
会
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
・

ボ
ー
ダ
レ
ス
化
の
進
展
を
背
景
と
し
て
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
確
保
と
両
立
さ
せ
な
が
ら
、
我
が
国
企
業
の
国
際
競
争
力
の
強
化

や
輸
出
入
者
の
利
便
性
の
向
上
に
資
す
る
通
関
手
続
の
迅
速
化
に
努
め
る
こ
と
。

一

関
税
率
の
改
正
に
当
た
っ
て
は
、
我
が
国
の
貿
易
を
め
ぐ
る
諸
情
勢
を
踏
ま
え
、
国
民
経
済
的
な
視
点
か
ら
国
内
産
業
、

特
に
農
林
水
産
業
及
び
中
小
企
業
に
及
ぼ
す
影
響
を
十
分
に
配
慮
し
つ
つ
、
調
和
あ
る
対
外
経
済
関
係
の
強
化
及
び
国
民
生

活
の
安
定
・
向
上
に
寄
与
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

一

最
近
に
お
け
る
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展
等
に
伴
い
、
税
関
業
務
が
増
大
し
、
複
雑
化
す
る
中
で
、
適
正
か
つ
迅
速
な
税
関

業
務
の
実
現
を
図
り
、
ま
た
、
薬
物
・
銃
器
を
始
め
と
し
た
社
会
悪
物
品
等
の
国
内
持
込
み
を
阻
止
す
る
水
際
に
お
い
て
国

民
の
安
心
・
安
全
を
確
保
す
る
た
め
、
税
関
職
員
の
定
員
の
確
保
、
高
度
な
専
門
性
を
要
す
る
職
務
に
従
事
す
る
税
関
職
員

の
処
遇
改
善
、
機
構
の
充
実
及
び
職
場
環
境
の
整
備
等
に
特
段
の
努
力
を
払
う
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


